
一般 1（議第１号）

議第１号

平成24年度京都市一般会計予算

　平成24年度京都市一般会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ738,112,000千円と定め

る。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

出予算」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は，「第２表繰越明許費」による。

（債務負担行為）

第３条　地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項，

期間及び限度額は，「第３表債務負担行為」による。

（市債）

第４条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第４表市債」

による。

（一時借入金）

第５条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は，150,000,000千円と定める。

平成24年２月24日提出

京 都 市 長 門 川 大 作
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第１表　歳入歳出予算

　歳　　　入

款 項 金　　　　　　額

１市 税
千円

238,779,000

１市 民 税 101,469,000

２固 定 資 産 税 97,958,000

３軽 自 動 車 税 1,230,000

４市 た ば こ 税 9,245,000

５特 別 土 地 保 有 税 1,000

６入 湯 税 65,000

７事 業 所 税 7,015,000

８都 市 計 画 税 21,796,000

２地 方 譲 与 税 3,669,000

１地 方 揮 発 油 譲 与 税 1,674,000

２自 動 車 重 量 譲 与 税 1,862,000

３地 方 道 路 譲 与 税 1,000

４石 油 ガ ス 譲 与 税 132,000

３府 税 交 付 金 22,997,000

１利 子 割 交 付 金 811,000

２配 当 割 交 付 金 516,000

３株式等譲渡所得割交付金 173,000

４ゴルフ場利用税交付金 43,000

５特別地方消費税交付金 1,000

６自動車取得税交付金 1,446,000

７軽 油 引 取 税 交 付 金 3,973,000

８地 方 消 費 税 交 付 金 16,034,000

４地 方 特 例 交 付 金 835,000

１地 方 特 例 交 付 金 835,000
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款 項 金　　　　　　額

５地 方 交 付 税
千円

59,020,000

１地 方 交 付 税 59,020,000

６交通安全対策特別交付金 700,000

１交通安全対策特別交付金 700,000

７分 担 金 及 び 負 担 金 9,686,240

１分 担 金 6,000

２負 担 金 9,680,240

８使 用 料 及 び 手 数 料 20,584,649

１使 用 料 14,973,631

２手 数 料 5,611,018

９国 庫 支 出 金 117,144,702

１国 庫 負 担 金 105,369,322

２国 庫 補 助 金 11,055,104

３国 庫 委 託 金 720,276

10府 支 出 金 27,243,544

１府 負 担 金 16,064,919

２府 補 助 金 9,021,954

３府 委 託 金 2,156,671

11財 産 収 入 5,531,426

１財 産 運 用 収 入 1,320,620

２財 産 売 払 収 入 4,210,806

12寄 附 金 2,368,577

１寄 附 金 2,368,577

13繰 入 金 13,888,001

１特 別 会 計 繰 入 金 13,888,001
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款 項 金　　　　　　額

14繰 越 金
千円

1

１繰 越 金 1

15諸 収 入 126,140,860

１延滞金加算金及び過料 326,212

２市 預 金 利 子 1,692

３貸 付 金 元 利 収 入 3,655,509

４預 託 金 元 利 収 入 111,002,962

５受 託 事 業 収 入 1,710,734

６収 益 事 業 収 入 3,800,000

７雑 入 5,643,751

16市 債 89,524,000

１市 債 89,524,000

歳 入 合 計 738,112,000
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　歳　　　出

款 項 金　　　　　　額

１議 会 費
千円

2,264,000

１議 会 費 2,264,000

２総 務 費 33,597,916

１総 務 管 理 費 27,800,667

２税 務 費 3,092,178

３統 計 調 査 費 66,912

４財 産 費 521,470

５選 挙 費 99,271

６監 査 委 員 費 12,101

７人 事 委 員 会 費 41,301

８大 学 費 1,878,916

９総 務 施 設 整 備 費 85,100

３文 化 市 民 費 19,292,000

１文 化 市 民 総 務 費 7,418,493

２文 化 費 3,314,713

３市 民 生 活 費 2,983,374

４共 同 参 画 社 会 費 896,472

５ス ポ ー ツ 振 興 費 1,352,590

６文化市民施設整備費 3,326,358

４保 健 福 祉 費 289,271,000

１保 健 福 祉 総 務 費 52,747,303

２児 童 福 祉 費 68,201,787

３生 活 保 護 費 80,996,649

４障 害 者 福 祉 費 38,372,757

５老 人 福 祉 費 37,820,414

６保 健 費 5,931,926
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款 項 金　　　　　　額

７予 防 費
千円

4,346,678

８生 活 衛 生 費 485,816

９保健福祉施設整備費 367,670

５環 境 費 25,013,000

１環 境 総 務 費 12,999,046

２環 境 保 全 費 737,849

３ご み 処 理 費 7,980,730

４ふ ん 尿 処 理 費 613,767

５機 材 管 理 費 242,397

６環 境 施 設 整 備 費 2,439,211

６産 業 観 光 費 117,486,000

１産 業 観 光 総 務 費 3,205,300

２商 工 振 興 費 1,706,691

３中 小 企 業 対 策 費 110,292,200

４技 術 振 興 費 624,789

５観 光 費 617,063

６農 業 費 461,029

７林 業 費 493,891

８産業観光施設整備費 85,037

７計 画 費 16,519,000

１計 画 総 務 費 4,826,193

２都 市 計 画 費 475,780

３風 致 美 観 費 1,023,530

４建 築 指 導 費 198,590

５住 宅 政 策 費 2,058,260

６住 宅 管 理 費 4,256,117

７住 環 境 整 備 費 3,680,530

８土 木 費 37,831,000
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款 項 金　　　　　　額

１土 木 総 務 費
千円

5,938,597

２駐 車 場 費 234,018

３道 路 橋 り ょ う 費 6,336,337

４道 路 特 別 整 備 費 10,469,563

５河 川 排 水 路 費 1,085,425

６都 市 河 川 整 備 費 1,186,850

７緑 化 推 進 費 2,263,972

８街 路 費 3,119,682

９重 要 幹 線 街 路 費 4,381,500

10土 地 区 画 整 理 費 815,100

11市 街 地 再 開 発 費 469,956

12受 託 工 事 費 1,530,000

９消 防 費 24,192,000

１消 防 総 務 費 20,284,500

２消 防 費 2,245,500

３防 災 費 254,000

４消 防 施 設 整 備 費 1,408,000

10教 育 費 45,513,000

１教 育 総 務 費 25,400,371

２小 学 校 費 4,413,056

３中 学 校 費 2,473,134

４高 等 学 校 費 812,198

５幼 稚 園 費 88,205

６社 会 教 育 費 1,977,148

７青少年科学センター費 109,020

８学 校 施 設 整 備 費 10,239,868

11災 害 対 策 費 15,000

１農 林 災 害 復 旧 費 15,000

12公 債 費 84,725,084
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款 項 金　　　　　　額

１公 債 費
千円

84,725,084

13諸 支 出 金 41,993,000

１公 営 企 業 費 41,231,000

２土 地 取 得 費 762,000

14予 備 費 400,000

１予 備 費 400,000

歳 出 合 計 738,112,000
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第２表　繰越明許費

款 項 事　　　　業　　　　名 金 額

７計 画 費 ２都 市 計 画 費 交通政策事業
千円

100,000

５住 宅 政 策 費 住宅対策事業 30,000

７住環境整備費 住環境整備事業 900,000

８土 木 費 ３道路橋りょう費 交通安全施設整備事業 50,000

道路改良事業 200,000

橋りょう改修事業 100,000

４道路特別整備費 道路特別整備事業 1,000,000

交通安全施設整備事業 200,000

５河川排水路費 河川改修事業 50,000

幹線排水路改修事業 50,000

６都市河川整備費 都市河川整備事業 450,000

８街 路 費 幹線街路整備事業 200,000

９重要幹線街路費 重要幹線街路整備事業 800,000

10土地区画整理費 公共団体区画整理補助事業 330,000

組合区画整理補助事業 20,000

10教 育 費 ８学校施設整備費 学校施設整備事業 2,500,000
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第３表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

平成24年度公共用地先行取
得費

平成25年度から

債務消滅時まで

千円

1,000,000

土地開発公社借入金（元利
金）債務の保証によって生
じる保証債務

平成24年度から

平成29年度まで

40,000,000

平成24年度における地方債
証券の共同発行によって生
じる連帯債務

平成24年度から

平成34年度まで

元金1,475,000,000千円及びこれに対する利子
相当額

芸術文化特別奨励金 平 成 25 年 度 6,000

平成24年度助成金等内定者
資金融資制度損失補てん金

平成24年度から

債務消滅時まで

融資金の回収未済額

平成24年度文化財保護事業
資金融資制度損失補てん金

平成24年度から

債務消滅時まで

次の各号に掲げる額の合計額
⑴融資金の回収未済額　
⑵債務者が支払うべき約定利息額　
⑶延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
の翌日から年利率14パーセントの割合を乗
じて得た遅延損害金

戸籍事務電算化事業費 平成25年度から

平成28年度まで

2,815,162

青少年施設管理経費 平成25年度及び

平成26年度

4,920

上京区総合庁舎整備埋蔵文
化財調査経費

平 成 25 年 度 31,440

旧三井家下鴨別邸保存修理
事業費

平成25年度から

平成27年度まで

226,600

動物園整備事業費 平 成 25 年 度 492,420

民間社会福祉施設整備助成
事業費

平 成 25 年 度 67,000

児童福祉施設管理経費 平成25年度から

平成28年度まで

255,000
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

子ども保健医療相談・事故
防止センター管理経費

平成25年度から

平成27年度まで

千円

143,000

平成24年度看護師修学資金
融資制度損失補てん金

平成24年度から

債務消滅時まで

次の各号に掲げる額の合計額　
⑴融資金の回収未済額　
⑵債務者が支払うべき約定利息額　
⑶延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
の翌日から年利率14.5パーセントの割合を
乗じて得た遅延損害金

保育所合築施設耐震改修工
事費用負担金

平 成 25 年 度 22,000

平成24年度環境保全資金融
資制度損失補てん金

平成25年度から

平成39年度まで

信用保証協会が債務の保証を行ったことに
よって生じた代位弁済元金額から中小企業信
用保険法第５条の規定により支払を受けた保
険金の額を控除した額に相当する額

家庭ごみ有料指定袋製造経
費

平 成 25 年 度 150,000

燃やすごみ等収集運搬経費 平成25年度及び

平成26年度

63,580

南部クリーンセンター第二
工場整備事業費

平成24年度から

平成30年度まで

37,817,000

東部クリーンセンター休止
関連経費

平成24年度及び

平成25年度

114,219

東余熱利用センター改修工
事費

平 成 25 年 度 417,190

ごみ処理中継施設リース経
費

平成25年度から

平成27年度まで

60,640

特定計量器定期検査効率化
事業費

平成25年度及び

平成26年度

41,000

平成24年度農林畜水産業無
担保無保証人融資制度損失
補てん金

平成24年度から

平成29年度まで

農業信用基金協会が債務の保証を行ったこと
によって生じた代位弁済元金額から農業信用
保証保険法第61条の規定により支払を受けた
保険金の額を控除した額に相当する額
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

平成24年度きらめき企業支
援融資制度損失補てん金

平成24年度から

平成37年度まで

千円

信用保証協会が債務の保証を行ったことに
よって生じた代位弁済元金額から中小企業信
用保険法第５条の規定により支払を受けた保
険金の額を控除した額に相当する額

平成24年度中小企業融資制
度損失補てん金

平成24年度から

平成39年度まで

一般振興融資，小規模企業おうえん融資及び
経営支援緊急融資で，信用保証協会が債務の
保証を行ったことによって生じた代位弁済元
金額から中小企業信用保険法第５条の規定に
より支払を受けた保険金の額を控除した額に
対して，一般振興融資において100分の25を，
小規模企業おうえん融資において100分の80
を，経営支援緊急融資において100分の65を
それぞれ乗じて得た額の合計に相当する額

平成24年度中小企業再生支
援融資制度損失補てん金

平成24年度から

平成45年度まで

信用保証協会が債務の保証を行ったことに
よって生じた代位弁済元金額から中小企業信
用保険法第５条の規定により支払を受けた保
険金の額を控除した額に対して６分の１を乗
じて得た額

平成24年度創業・経営承継
支援融資制度損失補てん金

平成24年度から

平成39年度まで

信用保証協会が債務の保証を行ったことに
よって生じた代位弁済元金額から中小企業信
用保険法第５条の規定により支払を受けた保
険金の額を控除した額に対して100分の80を
乗じて得た額

平成24年度経済変動・雇用
対策融資制度損失補てん金

平成24年度から

平成39年度まで

信用保証協会が債務の保証を行ったことに
よって生じた代位弁済元金額から中小企業信
用保険法第５条の規定により支払を受けた保
険金の額を控除した額に対して100分の25を
乗じて得た額

平成24年度ベンチャー企業
育成支援補助金

平成24年度から

債務消滅時まで

ベンチャー企業育成支援補助金の交付対象者
が納入する次の第１号及び第２号に掲げる市
税の額並びに交付対象者が負担する第３号に
掲げる経費の額の合計額に相当する額　
⑴事業所の新設に伴い取得した固定資産（家
屋及び償却資産に限る。）に係る固定資産
税（当該固定資産の取得者に新たに課すこ
ととなった年度及びその翌年度の分のもの
に限る。）　
⑵事業所の新設に伴い取得した家屋に係る都
市計画税（当該家屋の取得者に新たに課す
こととなった年度及びその翌年度の分のも
のに限る。）　
⑶事業所の新設に伴い埋蔵文化財発掘調査を
実施した場合，当該調査に要した経費（１
件当たり限度額50,000千円）
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

平成24年度企業立地促進制
度（全市一般施策）補助金

平成24年度から

債務消滅時まで

千円

企業立地促進制度（全市一般施策）補助金の
交付対象者が納入する次の第１号及び第２号
に掲げる市税の額並びに交付対象者が負担す
る第３号に掲げる経費の額の合計額に相当す
る額
⑴事業所等の新増設等（賃借等含む。）に伴
い取得した固定資産（家屋及び償却資産に
限る。）に係る固定資産税（当該固定資産
の取得者に新たに課すこととなった年度及
びその翌年度の分のものに限る。）
⑵事業所等の新増設等に伴い取得した家屋に
係る都市計画税（当該家屋の取得者に新た
に課すこととなった年度及びその翌年度の
分のものに限る。）
⑶事業所等の新増設等に伴い埋蔵文化財発掘
調査を実施した場合，当該調査に要した経
費（１件当たり限度額50,000千円）

平成24年度企業立地促進制
度（特定地域等施策）補助
金

平成24年度から

債務消滅時まで

企業立地促進制度（特定地域等施策）補助金
の交付対象者が納入する次の第１号及び第２
号に掲げる市税の額並びに交付対象者が負担
する第３号に掲げる経費の額の合計額に相当
する額　
⑴事業所等の新増設等に伴い取得した固定資
産（家屋及び償却資産に限る。）に係る固
定資産税（当該固定資産の取得者に新たに
課すこととなった年度から５年度分のもの
に限る。）　
⑵事業所等の新増設等に伴い取得した家屋に
係る都市計画税（当該家屋の取得者に新た
に課すこととなった年度から５年度分のも
のに限る。）　
（第１号及び第２号について１件当たり限度
額６億円（適用除外あり））
⑶事業所等の新増設等に伴い埋蔵文化財発掘
調査を実施した場合，当該調査に要した経
費（１件当たり限度額50,000千円）

技術の橋渡し拠点整備事業
補助金

平 成 25 年 度 585,000

平成24年度大規模国際会議
誘致助成制度補助金

平成24年度から

平成34年度まで

10,000

平成24年度大規模国際会議
誘致支援準備助成金

平成25年度から

平成34年度まで

3,000

総合観光案内所管理経費 平成25年度及び

平成26年度

130,150

平成24年度らくなん進都整
備推進事業（土地の売却）
補助金

平成24年度から

債務消滅時まで

らくなん進都企業立地促進のための土地所有
者奨励金制度の対象事業として認めた土地の
売却価格から当該売却価格に0.05を乗じた額
を差し引いた額に0.03を乗じて得た額
（１件当たり限度額5,000千円）
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

平成24年度らくなん進都整
備推進事業（土地の賃貸及
び貸事業所の新築等）補助
金

平成24年度から

債務消滅時まで

千円

らくなん進都企業立地促進のための土地所有
者奨励金制度の交付対象者が納入する次の第
１号及び第２号に掲げる市税の額の２年度分
（１件当たり限度額年2,000千円）
⑴賃貸した土地又は事業所等に供される土地
に対する固定資産税（上記奨励金の交付対
象となるものに限る。）
⑵賃貸した土地又は事業所等に供される土地
に対する都市計画税（上記奨励金の交付対
象となるものに限る。）

平成24年度建築物耐震改修
事業補助金

平成24年度から

債務消滅時まで

建築物の耐震改修の促進に関する法律第６条
第３号に該当する建築物（その敷地が，緊急
輸送道路のうち優先的に耐震化を図るべき重
要路線として市長が定める道路に接するもの
に限る。）の耐震改修工事に要する経費に３
分の２を乗じて得た額（１件当たり限度額
20,000千円）

地域優良賃貸住宅整備補助
金

平 成 25 年 度 40,000

平成24年度地域優良賃貸住
宅制度家賃差補給金

平成25年度から

平成47年度まで

地域優良賃貸住宅制度による土地所有者等と
入居者が契約する家賃と国が定める家賃との
差額に相当する額

平成24年度地域優良賃貸住
宅建設資金融資利子補給金

平成25年度から

平成32年度まで

住宅金融支援機構の資金融資額に対して年利
率２パーセント以内の利子額に相当する額

平成24年度市営住宅実施設
計費

平 成 25 年 度 21,600

道路台帳補正経費 平 成 25 年 度 53,668

笹部橋橋りょう改良工事費 平 成 25 年 度 92,000

京都広河原美山線（二ノ瀬
バイパス）工事費

平成25年度及び

平成26年度

1,000,000

消防指令システム更新整備
費

平成25年度及び

平成26年度

2,000,000

消防救急無線デジタル化整
備費

平成25年度から

平成27年度まで

2,400,000

平成24年度学校増改築等施
設整備費

平 成 25 年 度 2,754,000



15一般

第４表　市　　　　債

起　債　の　目　的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

簡 易 水 道 事 業 費
千円

336,000
％

総 務 施 設 整 備 費 46,000

文 化 市 民 施 設 整 備 費 1,443,000

児 童 福 祉 施 設 整 備 費 108,000

障害者福祉施設整備費 31,000

高齢者福祉施設整備費 452,000

保 健 衛 生 施 設 整 備 費 59,000

市 立 病 院 費 5,000

環 境 施 設 整 備 費 606,000

環 境 車 両 整 備 費 167,000

産 業 振 興 費 380,000

発行価格が額面
金額を下回ると
きは，その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額

証 券 発 行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

8.0以内
ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
については，
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率

起債の日か
ら据置期間
を含め30年
以内に，元
利均等その
他の方法に
より償還す
る。ただし，
財政の都合
そ の 他 に
よっては，
繰上償還を
することが
できる。

技 術 振 興 事 業 費 241,000

農 業 農 村 整 備 費 77,000

森 林 整 備 費 50,000

産 業 観 光 施 設 整 備 費 41,000

交 通 政 策 費 88,000

緑 地 保 全 事 業 費 70,000

古 都 保 存 事 業 費 208,000

公 営 住 宅 整 備 費 1,471,000

公 園 緑 地 整 備 費 547,000
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起　債　の　目　的 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

一 般 公 共 事 業 費
千円

9,543,000
％

消 防 施 設 整 備 費 1,395,000

学 校 施 設 整 備 費 6,783,000

都 市 整 備 費 4,589,000

水 道 事 業 出 資 金 73,000

高 速 鉄 道 事 業 出 資 金 11,127,000

高 速 鉄 道 事 業 補 助 金 49,000

災 害 復 旧 費 2,000

臨 時 財 政 対 策 債 45,363,000

退 職 手 当 債 4,174,000

計 89,524,000


